
「日本再生戦略」（平成24年7月31日 閣議決定） （抜粋）

我が国経済の継続的な成長に向け、民間の資金・ノウハウをいかし、また

官の資金を呼び水としつつ、官民で連携して資金を円滑に供給していくこと

は引き続き重要である。このため、約100 兆円ある年金積立金管理運用独立
行政法人の資金を始めとする公的・準公的な資金について、我が国の運用

立国としての地位の確立といった観点も含め、資金の性格を考慮した上で、

成長性のある分野に活用していくことの可能性について検討する。
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